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１ 特定任期付職員及び一般任期付職員････････

  （１）採用 （２）採用の方法

（３）任期 （４）任用の制限

（５）勤務条件等

２ 任期付職員の拡大････････････････････････

（１）採用  （２）採用の方法

（３）任期  （４）任用の制限

（５）勤務条件等 （６）定数上の取扱い

３ 任期付短時間勤務職員････････････････････

（１）採用   （２）採用の方法

（３）任期   （４）任用の制限

（５）勤務条件等 （６）定数上の取扱い
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第６ 一般職の任期付職員（資料編）

１ 特定任期付職員及び一般任期付職員を採用で

きる場合（想定されるケース）････････････

（１）特定任期付職員

（２）一般任期付職員
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Ⅵ 職種による勤務条件等の特例

概  要  編 資  料  編

第１ 企業職員

１ 企業職員････････････････････････････････

（１）企業職員とは

（２）企業職員の任命権者

（３）地方公務員法等の一部適用除外等

２ 企業職員の勤務条件等････････････････････

（１）給与

（２）勤務時間・休暇等その他の勤務条件の決定

（３）服務

（４）労働関係制度の適用

（５）福祉及び利益の保護
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第１ 企業職員（資料編）

１ 簡易水道事業に従事する職員･･････････････

２ 条例適用事業（条例により地方公営企業法第4

章（職員の身分取扱い）の規定が適用される事

業）･････････････････････････････････

３ 管理者を置かないことができる企業（政令で

定める企業）･････････････････････････････

４ 管理者の権限を「長が行う」ということ････

５ 給与支給の原則の特例････････････････････

６ 公営企業職員と一般の職員との身分取扱等の

相違･･･････････････････････････････････
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第２ 単純労務職員

１ 単純労務職員････････････････････････････

（１）単純労務職員とは

（２）単純労務職員の範囲

（３）地方公務員法等の一部適用除外等

（４）給与・勤務時間

（５）服務

（６）労働関係制度の適用

（７）福祉及び利益の保護

２ 単純労務職員の給与･･････････････････････

（１）単純労務職員と給与条例

（２）給与の種類

（３）給料表

（４）職務の級

（５）初任給

（６）昇格・降格、昇給

（７）その他
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第２ 単純労務職員（資料編）

１ 単純な労務に雇用される一般職に属する地方

公務員の範囲を定める政令････････････････

２ 給料････････････････････････････････････

（１）級別職務分類表

（２）初任給基準表

３ 期末・勤勉手当･･･････････････････････････
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